中小企業の会計と監査 by 神森 智
松 山 大 学 論 集
第 29 巻 第 6 号 抜 刷
2018 年 2 月 発 行
中小企業の会計と監査
神 森 智
資 料
中小企業の会計と監査
神 森 智
本稿は，平成29（2017）年9月7日熊本学園大学で開催された中小企業会
計学会第5回大会の際，依頼されて行った講演の要旨である。但し，この内容
は論文ではなく，従って，体系はないし結論もない。中小企業の会計と監査に
関して，筆者なりに問題になるかと感じたことがらをランダムに並べただけの
もので，拙い資料にすぎない。
Ⅰ 「イギリス・アメリカの会計と監査」対「ドイツの会計と監査」
⑴ イギリス・アメリカにおいては，例えば，ピクスレイ F. W. Pixleyの「会
計実務」Accountancy（1908）において有名な，建設部門，記録部門，批判・
分析部門という会計3部門説やリトルトン A. C. Littletonの「会計理論の構造」
Structure of Accounting Theory（1953）における時計廻りの図式，取引→分類→
勘定→配分→財務表→監査（以下2度目の時計周り）→取引→勘定→配分→財
務表（大塚俊郎訳の巻末の「訳註」に図表が示されている。）に見られるよう
に，もっぱら「簿記ないし簿記手続きとの関連」において監査を考えるか，コ
ーラー E. L. Kohlerの「会計辞典」A Dictionary for Accountants5th ed.（1975）に
ある，⒜認識・測定・分類，⒝会計組織設定・内部牽制，⒞簿記，⒟内部報
告，⒠内部監査，⒡財務諸表による要約，⒢会計士監査，⒣外部報告，⒤
予算その他の未来計算，⒥マネジメント・サービスのように，企業会計の職
能を「取引に関する記録・計算と報告」と考える中で監査を考えるものがある
と言えそうである。
⑵ これに対して，ドイツでは，監査は会計の中に位置付けられていないこと
が特徴である。
かねて，ニクリッシュ H. Nicklischが中心となった術語専門委員会の試案及
び確定案に見られる経営計算論の体系には，監査は含まれていない。また，こ
れらの案に刺激された経営計算論の体系問題に係るその後の諸説の一つである
レーマンM. R. Lehmannの説は，経営計算論の体系を期間計算・対象計算・比
較計算という三つの計算対象の「行」と事後計算・事前計算という二つの計算
時点の「列」とを組み合せた「行列」から示してしているが，ここにも監査は
見られない。
（注） 因みに，レーマンの体系における期間計算の「行」と事後計算の「列」の交わる欄は
「簿記及び貸借対照表」，期間計算と事前計算の交わる欄は「経営計画」，また，対象計
算の「行」と事後計算の「列」の交わる欄は「事後原価計算」（今の実際原価計算），対
象計算と事前計算の交わる欄は「事前原価計算」（今の標準原価計算），さらに，比較計
算の「行」と事後計算の「列」の交わる欄は「経営比較」，比較計算と事前計算の交わ
る欄は「投機的収益計算」（今の差額原価による計算など）となっている。監査は見ら
れない。
また，「経営経済学大辞典」Enzyklopädie der Betriebswirtschaftslehre全10巻の
うちの第3巻はコジオール E. Kosiol編の「会計ハンドブック」Handwörterbuch
des Rechnungswesensであり，第8巻がケーネンベルク A. G. Coenenbergとヴィ
ゾッキイ K. Wysocki共編の「監査ハンドブック」Handwörterbuch der Revision
…（これには，日本の学者も書いている。）となっていて，監査は「会計」に
は含まれていない。
「会計人」と訳すか Bilanzbuchhalterと題する9冊のシリーズものがあるが，
この中にも「監査」Revsionという表題のついたものはない。
（注） イギリス・アメリカでは，監査は audit，監査人は auditorというが，auditorの字義は，
audienceとか auditoriumからも分かるように，元来「聞き役」「聞き手」である。それは
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14世紀のロンドンで，「善良な市民から選ばれた6人」が，市の収入役などの役人が市
の収支について説明したのを「聞いた」ことに始まるという。
これに対して，ドイツでは，監査は Revision，「再び見る」という。奇しくも，上記し
たアメリカの Littletonの，「取引」から始まる時計廻りの簿記手続きを，「監査」はもう
一度後を追って行くのと同様，すなわち「再び見る」と考えているようである。
なお，ドイツ語の Revisionは，英語の単語に置き換えると reviewになるが，今日，review
は正規の監査手続きに比し，簡易な手続きを意味するから，Revisionを reviewと置き換
えることはできないであろう。
Ⅱ 「大企業会計」対「中小企業会計」
⑴ 大企業会計も中小企業会計も同一のルールに依るとするもの（シングル・
スタンダード）
「中小企業の会計に関する指針」…大企業会計基準からのトップ・ダウンに依
る。
「中小企業向けの国際財務報告基準」IFRS for Small and Medium-Sized Entities
… IFRSと原理的に変わらない。
⑵ 大企業会計と中小企業会計は別個のルールに依るとするもの（ダブル・ス
タンダード）
「中小企業会計の会計に関する基本要領」…中小企業の質的特徴に基づき大企
業の会計基準とは異なった独自の会計基準をボトム・アップして設ける。
「小企業向けの財務報告基準」Financial Reporting Standards for Smaller Entities
（FRESSEと略す）
（注） FRESSEは，2015年，FRS（Financial Reporting Standards）105により，廃止された。
Ⅲ 「大企業の会計監査」対「中小企業の会計監査」
⑴ 大企業の会計監査と中小企業の会計監査を同一の考え方で説明するもの
（シングル・スタンダード）
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岩田厳教授の論文「企業会計における会計士監査の意味」昭和25年（のち，
「利潤計算原理」昭和31年に収録）…企業会計は損益法一本に向かって発展し
ているが，監査の原理は，実査・立会・確認・質問という監査技術に見られる
ように，「記録と事実の照合」すなわち財産法であり，損益法による会計は財
産法による監査を伴って初めて完全なものになる。従って，監査を伴わない会
計は「片輪」である，とされる。
この岩田学説は，費用収益法（損益法）による近代会計学の下での純粋理論
と評することができるが，資産負債法（財産法）による現代会計学の下にあっ
ては，この問題はどのように考えるべきであろうか。
⑵ 大企業の会計監査と中小企業の会計監査をそれぞれの実態に即した別個の
ものとして説明するもの（ダブル・スタンダード）
◎ 「出資と経営の分離」と監査
会社法における「大会社会計の監査」と「中小会社会計の監査」
会社法においては，当該社団の出資者の利益を守る立場から，経営者に対す
る牽制として監査（この場合の監査は業務監査及び会計監査）を考えているも
のと思われる。したがって，出資と経営が分離している企業に対しては，監査
が必要とされるのに対して，出資と経営が分離していない，両者が一体の企業
に対しては，監査は必要とはならないものと考えることとなる。…旧有限会社
法にあっては，監査役の設置は任意とされていたが，現行会社法も株式会社に
ついて，これを受け継いでいる（第326条第2項）。持分会社については，制
度としての監査役はなく，業務執行社員を置く場合には，全社員に業務及び財
産の状況を調査することができる，とされている（第592条第1項）。
◎ 内部統制と監査手続きの選択
内部統制の制度及び運用状況と「中小企業会計の監査」
内部統制（内部牽制と内部監査）の制度及び運用状況は試査の範囲を決める
に当たって重要なカギを握っているが，大企業の場合には，これが可とされる
場合が多いと思われるのに対して，中小企業の場合には，不可である場合がほ
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とんどであろう。したがって，中小企業の会計に対して監査が実施される場合
には，大企業の場合と比べて試査の範囲は狭くなり，限りなく精密監査に向か
わざるを得ないことになるであろう。
Ⅳ 監査以外の中小企業の計算書類等の適正性に
係るチェック・システム
⑴ 会計参与制度（会社法）
株式会社の会計参与は，「取締役と共同して計算書類及び附属明細書等を作
成し，会計参与報告を作成する」（第374条第1項）。
会計参与制度の由来
① 昭和49年の旧商法特例法に係る税理士の団体からする職域侵害論に始
まり，
② 昭和59年の法務省の「大小会社区分立法及び合併に関する問題点」に
おける「監査」（カッコ付き監査）が話題になり，
③ 昭和62年の法務省の「商法，有限会社法改正試案」における「会計監
査人の監査」を受けない会社で，資本金3千万未満の会社を除き，「会計
調査人の監査」を受けなければならない。…この会計調査人には税理士が
含まれる。また，その心証の程度は「正規の監査」より低く，「一応の確
からしさ」でよい，との試案；
さらに，この試案は「会計調査人の調査」に代えて「会計専門家による
指導」について問題を提起している。この「指導」は，神戸大学の高田正
淳教授の発案されたもののようであるが，法的概念としては問題があると
いう見解があった。
④ 平成2年の商法，有限会社法改正法に対して，衆議院は「会計専門家に
よる中小会社の計算の適正性に担保の制度について…速やかに立法上の
措置を講ずること」という附帯決議を付し，参議院も同様の附帯決議を付
した。
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⑤ 平成18年施行の会社法において「会計参与」制度が設けられた。
（参考） 日本税理士会連合会の調査（2014年）…出所 坂本孝司・加藤恵一郎編著「中小企
業金融における会計の役割」p.155
「会計参与に就任している」2．0％ 「今後就任する予定」1．4％ 「就任する予定は
ない」90．5％
また，同連合会が「会計参与に就任していない理由」を聞いたところ，主な理由と
して「関与先から要請がない」また「責任が重いので，断っている」等が挙げられて
いるという。
上記したように，この制度は，元来，税理士側からの「監査をしたい」という強い
要請に発するものであったはずであるにも拘らず，このような実態からすると，「監
査をしたい」という当初の強い要望は，実は，ごく限られた税理士からのものであっ
て，多くの税理士はそうした考えを持ってはいなかったと判断する他はあるまい。
⑵ 書面添付制度（税理士法）
税理士及び税理士法人は，国税の申告書及び地方税の申告書を作成した場合
及び他人の作成した申告書について相談を受けた場合，所定の事項を記載した
書面を当該申告書に添付することができる（第33条の2第1項・第2項）。
（参考） 財務省が纏めたところによると，「書面添付制度の現状」は次の通りである。…出所
前掲の坂本・加藤著前掲編著 p.157
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
添付割合 7．4％ 7．8％ 8．1％ 8．4％ 8．6％
これを見ると，年度とともに微増傾向にはあるが，未だ1割にも達せず，税理士か
らは歓迎されているとは言えそうにはない。やはり，責任を伴う制度は敬遠されるの
であろうか。
Ⅴ アメリカにおける中小企業会計監査
アメリカにおける1930年ころまでの会計士（public accountant）による「貸
借対照表監査（balance sheet audit）」と呼ばれた信用目的の監査（実は，次に
見るように中小企業会計監査）は，岩田厳教授によれば，「企業と銀行と会計
士との三角関係」によって成り立っていた。
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（補） この信用目的の監査に続く1933～1934年から始まる投資目的の監査は「貸借対照表
監査」に対して「損益（計算）監査」と呼ばれた。銀行の持つ企業の支払能力への関心
が投資家の持つ企業の収益力への関心へと変化するにつれて，会計の原理が静態論から
動態論への変化をもたらしたものと言えよう。
◎ ここで言われる「企業」とは，企業一般ではなく，「中小企業」である。
アメリカやイギリスは，日本やドイツと違い，直接金融の国であるから，大
企業は，証券市場に資金の調達市場を持っており，日常的に，銀行に融資を
求める必要はない。ここで言われる「企業」とは，もっぱら「中小企業」であ
る。
◎ また，ここで言われる「銀行」は，「中小企業」に短期の運転資金を融通
することをもってそのもっぱらの業務とする。…例えば，秋が来ると，冬物を
仕入れるための資金を銀行から借り，冬が来て，その販売を終えると銀行から
の借入金を返済する。銀行の立場からすれば，こうした，中小企業に対する短
期の貸付金が無事回収されるかどうかということが最も関心のあるところとな
り，流動比率とか当座比率といった経営分析上の比率に関心が置かれることに
なる。アメリカでは，流動比率のことを Banker’s Ratioと呼んでいたし，
キャッシュ・フロー計算書のルーツをなす資金運用表は運転資本増減表を伴い
流動比率の動的観察手段の意味を持つものであったと見ることができる。
アメリカの銀行は，このような業務内容から規模が小さく，日本で言えば，
町の名士が世襲で局長をしていた3等郵便局くらいの規模のものである。しか
も，1行1店主義で，カリフォルニアに本店がある Bank of Americaのよう
に，多くの支店を持ったものもあるが，支店は設けることができないというの
が原則のようである。その代わり，手形交換制度が発達していて，小切手は広
くどこでも通用する。
アメリカの商業銀行（commercial banks）は全米で1万位あるが，連邦準備
公報（Federal Reserve Bulletin）や預金保険会社の統計を見ると，毎月その数
が違っている。銀行の新設・廃業が頻繁に行われているようである。
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このように，アメリカでは，銀行そのものが不安定な中小企業であり，賃金
も安く，就職先としても歓迎されないという話がある。
◎ 従って，大企業である日本の銀行のように，融資の申し込みを内部の審査
部が独自に審査するという能力はなく，会計士の監査した財務諸表に依存する
又は依存するほかはない，という慣習ができたわけで，ここに，「三角関係」の
一角に「会計士」が現れることとなるわけである。
◎ 以上のように，アメリカの中小企業会計の監査は，審査能力を持たない銀
行から運転資金を借りるために，企業が会計士を雇ってするという任意の信用
目的の監査として行われてきたことが，その特徴であると言えよう。
（補） アメリカの信用監査については，岩田厳著「会計原則と監査基準」に詳しい。なお，
1933年の連邦有価証券法，1934年の連邦証券取引法は，上記のような信用目的の会計士
監査の慣習の上に乗っかって，投資目的の会計士監査制度を作ったものである。
1932年のアメリカ会計士協会（今日のアメリカ公認会計士協会）の年次大会において，
ニューヨーク証券取引所の理事補ホクセイ Hoxeyが「投資家のための会計」“Accounting
for Investors”と題する講演を行ったが，これを聞いた会計士達の多くは，「投資家のた
めの会計って何だ？」と言ってピンとこなかったという話も伝わっている。
これによって，信用目的の会計士監査が消滅したわけではなく，会計士にとっては，
既存の信用目的の監査の他に，新たに投資目的の監査が加わったわけであるが，前者は
私的なサービス（アメリカの文献には Auditing Serviceという表現もある）であるのに
対して，後者は，投資家保護という公共的な目的を持ったものであり，後者を前者と一
つの会計士監査という制度に含めるのは，「悪乗り」と言う他はないようにも思われる
のである。
Ⅵ ドイツにおける「小企業等」の会計の適正性に係る
チェック・システム
アメリカにおいては，職業的な会計監査人は公認会計士（certified public
accountant）のみであるが，ドイツでは経済監査士Wirtschaftsprüfer（別に
Betriebsprüferという一見紛らわしい職もあるが，これはドイツの国税通則法に
よる税務官署による税務調官をいう＝わが国税調査官のような職か）及び宣誓
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帳簿監査人（Vereidigter Buchprüfer）が監査人として法的に認められた資格者
であるが，これらの他に，監査とは言わないが，会計の適正性に係るチェック
業務を行っているものに税務相談士（Steuerberater＝わが国の文献では「税理
士」と表現されることが多い）及び税務代理士（Steuerbevollmächtiger）の他，
税務相談会社（Steuerberatungs-gesellschaft＝わが国でいう税理士法人）がある。
（注） わが国の税理士制度は，戦時中の昭和17年に設けられた税務代理士制度を，戦後の
昭和26年廃止して設けられたものである。当初の税務代理士は，税務官吏等の定年退
職後の生活保保障目的で設けられた閉鎖的なもので，現在の税理士のように，試験制度
によって税理士の資格を与えるものではなかった。その名残は現行税理士法の中にも見
られる。
◎ ドイツでは，資本会社（物的会社）は，所定の3基準によって，「大会社」，
「中会社」及び「小会社」に分類され，「大会社」については経済監査士の，「中
会社」については経済監査士又は宣誓帳簿監査人の監査が義務付けられている
が，「小会社」については，監査は法的に強制されていない。人的会社につい
ても同様である。ドイツの税理士・税務代理士及び税務相談会社の関与する会
計の適正性に係るチェック業務〈これは「監査（Revision）」とは呼ばないで
「証明又は証明書の発行（Bescheinigung）」（「ベシャイニクンク」という仮名表
記もある）という〉はこうした資本会社たる「小会社」と人的会社をクライア
ントとするもののようである。
（注） 本稿の冒頭に紹介した「監査ハンドブック」Handwörterbuch der Revisionには
Bescheinigungという項目は見られない。なお，余談であるが，わが国の金融商品取引法
には「監査証明」という語が見られる（第193条の2）。
◎ 次に，ドイツ税理士法第57条第3項第3号には，「…財産目録及び損益計
算書が税法上の規定を遵守して作成されている旨の証明書を発行すること」が
挙げられている。ただし，これは制度としては「小企業」に限られた業務では
なく，広くすべての納税者に係るものである。本節の見出しに「小企業等」と
したのはその故である。
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（注） このドイツ税理士法の「証明書の発行」が Bescheinigungなのかどうか，ドイツ税理
士法の原文がなく訳文からの引用（「TKC海外視察研修 ドイツ会計人業界視察レポー
ト」の巻末資料による）であるので不明であるが，Bescheinigungであろうかと推定する。
これは日本の税理士法にある「書面添付制度」にも似ているが，「証明書」で
ある点で「書面添付制度」の内容よりは権威があるし，作成者たるドイツの税
理士の責任は重いと評しうるであろう。
（補） 前記Ⅳ－⑴，Ⅳ－⑵でふれたように，わが国の税理士界の風土からすると，ドイツの
このような責任を伴う制度は敬遠されるのではないかとの思いが深い。
◎ もう一つ，ドイツ税理士の関与する業務に関して，「信用制度に関する法
律」に基づいて，中小企業への融資に際して，中小企業に係る「年度決算書に
関する証明又は証明書」の添付が求められていることが挙げられる。ただし，
これは，「小会社」に限られた業務ではない。本節の見出しに「小会社等」と
したのはその故である。
ここには，アメリカの中小企業監査に関連して，岩田厳教授が言われた「企
業と銀行と会計士の三角関係」に類似する姿がドイツの中小企業金融とドイツ
税理士業務の間にも見られると言えるように思われるのである。岩田教授のよ
うに「三角関係」という言葉は使わないが，同様な印象を述べている論者があ
る（坂本孝司「ドイツにおける中小企業金融と税理士の役割」p.13）。
◎ このように，ドイツにおいて税理士が関与する会計の適正性に係るチェッ
ク・システムは，小会社，個人会社，個人企業を含む中小企業ばかりではなく，
税理士法第57条第3項「証明書の発行」のように広く納税者の全てに係る業
務もあるが，企業の数量的なウエイトからして，結果的には，中小企業の会計
に係るものということができるであろう。
（注1） ドイツにおける会社の構成…株式会社0．51％，有限会社90．83％，合資会社7．26％，
合名会社0．40％（出所「TKC海外視察研修 ドイツ会計人業界視察レポート」p.42）
また，引用されたデータであるが，形態別企業数（2007年）の統計によると，株式
会社17，682，有限会社937，390，合資会社223，827，合名会社27，984，個人企業
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2，253，131とある（出所：坂本孝司「ドイツにおける中小企業金融と税理士の役割」
p．36）…後者を筆者の責任で，百分比を計算してみると，株式会社0．506％，有限会社
27．85％，合資会社6．4％，合名会社0．8％，個人企業64．44％となる。
（注2） ドイツにおける税理士の小企業等の会計の適正性に係るチェック・システムへの関
与に付いては，坂本孝司著「ドイツにおける中小企業金融と税理士の役割」に詳しい。
また，関連して，坂本孝司・加藤恵一郎編著「中小企業の金融における会計の役割」
及び先ほども紹介した「TKC海外視察報告 ドイツ会計人業界視察レポート」にもふ
れてある。
なお，次の文献は，本講演のテーマに関して有益な文献である。
浦埼直浩編著「中小企業の会計監査制度の探究－特別目的の財務諸表に対する保証
業務」
Ⅶ AI と中小企業会計及び監査
会計及び監査に係る AI（Artificial Intelligence）問題は，中小企業会計とのみ
関わりを持った問題ではなく，企業の規模には無関係の問題であるから，形式
的にはこの講演のテーマに直接には関連することではないが，会計及び監査の
将来を考えるとき，河崎教授が「中小企業会計と AI（人工知能）」（中小企業
会計学会誌「中小企業会計研究」第3号2017 巻頭言）において言われてい
るように「本格的に議論すべき時期が到来している」ものと思われる。そこで，
以下，拙論ながら，簡単にふれてみたい。
◎ ある専門家の意見によると，AIは，その会計処理への適用については，
その性質上得意分野にあると言えるのに対して，その監査への導入に関して
は，会計処理への導入と違い，応用の難しい分野に属するものと考えられてい
るようである（「AIの可能性と会計監査への活用」日本公認会計士協会「会計・
監査ジャーナル」2017年5月号 p.15）。
確かに，仕入取引，製造原価取引，売上取引，販売費一般管理費取引，営業
外費用収益取引といった大量の定型的取引を処理するのは，AIの得意な領
域・対象であるのに対して，定型的な手段によらない粉飾や逆粉飾といった類
の不正な取引や会計処理を嗅ぎ出すことは，人間の勘に依存することの方が信
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頼度が高く，AIにとっては不得意な領域であると言えよう。
◎ ただし，誤謬については，取引を会計処理として受け入れる段階におい
て，AIに感知させることはできるであろうから，既存の考え方ないし手続き
では，不正の摘発とともに監査の領域に属する誤謬の発見は，これを，取引を
会計処理として受け入れる当初の段階の AIの機能に含めることができるので
はないかと思う。「誤謬」には，単なるケアレス・ミステイクばかりではなく，
不正を含んだ又は不正を狙った誤謬がありうるから，その発見は元来は監査の
領域の問題であろう。そして，そうであるとすると，会計処理の領域と監査の
領域の間に存する従来からの垣根が一部移動することになる。すなわち，会計
及び監査に AIを導入するときは，既存の監査の領域の一部が会計処理の領域
に含められることとなるのではないか，と文字通り愚考するのである。
（注） 前記のⅠ節において紹介したリトルトン Littletonの「会計理論の構造」Structure of
Accounting Theoryに見られる，最初の時計廻りが会計処理，二度目の時計廻りが監査と
いう，既存の会計処理と監査の関係に基づく図式はどのように手入れされたらよいので
あろうか。次元の違う問題なので，表現しにくい又は表現できない問題ではある。
◎ 上のように，会計処理機能に誤謬を検出する機能を含んだ AIを導入する
場合及び監査に AIを導入する場合に際しては，いま一つの問題があるように
思われることがある。それは，いわゆるコンピュータウイルスのことである。
AIには，当然，強力な保全機能が付いているはずではあるが，それをも破
壊する能力を持ったプログラマーがいることは，当然，考えておかなければな
らない。被監査会社の中にそういった人物がいて，自宅のパソコンなどから AI
に侵入することは，ありうることとして考えておく必要がある。そして，これ
は，新たな内部統制組織の問題である。すなわち，AIにこうした新たな内部
統制組織の制度及び運用状況をチェックさせる機能を含めなければならない。
…今までにも，顧客に関する情報の流出問題などとして，世間を騒がせたが，
上記の問題は，会計処理及び監査という領域の問題である点において，新しい
問題であると言えるであろう。
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（付記）
本稿に関連する拙稿を示せば，次の通りである。
「論壇 商法改正をめぐる中小会社監査の諸問題」企業会計 39巻5号
昭和52年5月
「中小企業会計と中小企業会計監査－その史的考察の上に－」松山大学創
立90周年記念論文集 平成25年10月
他に，学会におけるシンポジュウムの座長
「商法改正をめぐる中小会社会計」日本会計研究学会第36回関西部会 昭
和61年11月
また，学会におけるシンポジュウムのパネラー
「中小企業会計の展望と課題」中小企業会計学会第1回大会 平成25年8
月
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